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これまでの取組と今後の支援策

１ これまでの取組

区分 取組内容等 頁

１．中小企業等の資金繰り支援

(１)相談窓口の設置 ２

(２)既往債務の返済条件の緩和 ２

(３)新型コロナウイルス関連緊急経営対策資金 ２

２．中小企業等への支援

(１)地場産業緊急支援対策事業の実施 ３

(２)鹿児島県事業継続支援金給付事業の実施 ４

(３)事業継続のための支援 ６

(４)新型コロナウイルス感染症対策休業等協力金の支給 ７

(５)若年層の県内就職促進対策の実施 ８

(６)雇用調整助成金申請等の支援 ９

３．子育て世代への支援

(１)フリーランス生活安定支援事業の実施 11

４．需要創出・消費喚起

(１)デリバリー・テイクアウト参入支援事業の実施 12

２ 今後の支援策

区分 取組内容等 頁

１．中小企業等の資金繰り支援

(１)新型コロナウイルス感染症対策経営相談体制支援事業 13

相談の窓口を担っている商工会等に対し，相談に応じる人員の増強

に要する経費の補助

２．中小企業等への支援

(１）鹿児島県医療等資材供給促進事業 14

医療等資材の試作品製作等に要する経費について補助

(２)若者のための県内就職応援事業 15

高校生とその保護者に対する合同企業説明会の開催

(３)ふるさと人材確保事業 15

ＷＥＢ面接等促進セミナーの開催

３．需要創出・消費喚起

(１)県内消費活性化プレミアム付き商品券発行事業 16

県内の飲食店等で利用できるプレミアム付き商品券を発行

(２)県内消費活性化グルメクーポン発行事業 17

県内の飲食店等で利用できる割引クーポンを発行

(３)みんなで盛り上げよう！鹿児島イベント助成事業 18

中止になったイベントに代わる新たなイベント等に対して助成

(４)水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業 19

輸出先のＨＡＣＣＰ等の基準やニーズの変化等に対応するために必

要な施設等の整備に要する経費を助成

(５)学校におけるおさかな消費緊急対策事業 20

在庫が滞留している県産ブリ・カンパチ等を学校給食へ提供
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中小企業支援課

１．中小企業等の資金繰り支援

(１)相談窓口の設置

中小企業者等からの金融相談等に対応するため，相談窓口を設置している。
ア 県

○窓 口 中小企業支援課

○相談件数 ２０５件（６月５日現在）

イ 保証機関

○窓 口 鹿児島県信用保証協会

○相談件数 ２６２件（６月５日現在）

ウ 保証機関

○窓 口 奄美群島振興開発基金
○相談件数 ６２件（６月５日現在）

エ 支援機関

○窓 口 よろず支援拠点

○相談件数 ８８件（６月５日現在）

(２)既往債務の返済条件の緩和

金融機関及び保証機関に対し，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い，

経営に影響を受けている中小企業者向けの返済条件緩和等について，特段の

配慮を依頼した。

[２月７日，２月28日，３月10日，３月27日，4月30日，５月29日 ]

(３)新型コロナウイルス関連緊急経営対策資金

緊急対策第１弾として創設した「新型コロナウイルス関連緊急経営対策資

金」について，国の緊急経済対策と連動し，融資要件を緩和した。

○ 融資対象者

・最近１か月間の売上高等が前年同月比で１５％以上減少し，その後２か

月を含む３か月間で１５％以上減少することが見込まれるもの

・個人事業主（小規模企業者に限る）にあっては，最近３か月の売上高等

が前年同期比で５％以上減少したもの

○ 信用保証料率 負担なし
○ 融資限度額 4,000万円

○ 融資期間 10年（うち据置５年（ただし，3,000万円を超える部分は

２年)）

○ 融資利率 年１．４～１．９％

○ 利子補助 融資額3,000万円までは３年間全額補助

（3,000万円を超える部分は１年間全額補助）

※ 保証実績 ２，１６３件（５月２７日現在）

保証実績 約３０６億円（５月２７日現在）
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１　これまでの取組　



地場産業緊急支援対策事業 

１ 事業の目的 

  新型コロナウイルス感染症の影響により，売上の減少等が生じている県内の中小

企業・小規模事業者の販路開拓や新規顧客の獲得等を支援することにより，事業者の

経営の維持・安定を図る。

２ 事業内容 

  中小企業・小規模事業者が行う販路開拓や新規顧客の獲得，コスト削減のための

設備投資等の取組に対し，国の補助金に加え，県単独で上乗せ助成を行うとともに，

他の事業者における経営革新の参考となるよう，モデル事例として広く紹介する。

 事業主体（負担割合）

県（１０／１０） 

 事業対象

国の令和２年度補正予算「生産性革命推進事業」に採択され，県単独の採択要

件を満たす中小企業・小規模事業者

 補助対象事業例

 ・ 既存の顧客・商圏を超えた販路開拓

 ・ 新規顧客の獲得

 ・ コスト削減のための設備投資 等

 補助率，上限額

補助率２／１５（国の補助率 2/3＋県の補助率 2/15＝全体の補助率 4/5）

上限額２００万円（ものづくり補助金），２０万円（持続化補助金）

 執行団体

県

３ 事業スキーム 

４ 全体計画 

令和２年４月１日～令和３年３月３１日

５ 予算額 

  ３０，９２９千円
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２．中小企業等への支援
（１）地場産業緊急支援対策事業の実施 商工政策課



R2.5.8 商工政策課

「鹿児島県事業継続支援金（仮称）」について

１ 目的

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言の延長により，外出自粛等の

期間が相当程度に及び，これにより甚大な影響を受け，売上高が相当減少して

いる県内の中小企業，個人事業主に対して家賃などに幅広く充当できる支援金

を支給し，事業者の事業継続を図る。

２ 対象者

・ 対象期間におけるひと月の売上高が前年同月に比べて80％以上減少してい

る中小企業（小規模事業者，個人事業主を含む）及びＮＰＯ法人等

※業種は不問

・ 国の持続化給付金の支給決定を受けている（又は申請を予定している）者

３ 支援金の金額（県10／10）

予算総額 約１１億円（対象：約７，０００者）

① 売上▲９０％以上の事業者 ２０万円（約３，５００者）

② 売上▲８０～９０％未満の事業者 １０万円（約３，５００者）

※対象数は，「小規模事業者数等実態調査」等に基づく推計値（別添参照）

４ 支援金の使途

固定費（家賃，光熱水費等）など

５ 事業実施方法

・ 土日を含めた相談・申請受付対応（休業等協力金のコールセンター活用）

・ 申請書の受付・審査業務は，商工会・商工会議所に委託（予定）

※深刻なダメージを負っている事業者の事業継続を図るため，商工会等の

経営指導員等による経営指導・助言の実施を併せて依頼

・ 予算成立後，速やかに実施

６ 予算額内訳

総額 １，０５３，１２８千円
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※　５月２５日から申請受付を開始。
　　６月５日時点の受付件数は１，１９６件。
　（６月１２日時点の支払件数は１８４件，３３，３００千円）

２．中小企業等への支援
（２）鹿児島県事業継続支援金給付事業の実施

　　「鹿児島県事業継続支援金」について　　　　鹿児島県事業継続支援金給付事業　　



5

２．中小企業等への支援
（２）鹿児島県事業継続支援金給付事業の実施



中小企業支援課

事業承継等コンサルティング推進事業

１ 趣旨・目的

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，業績不振や事業停滞に陥

っている地域の事業者の廃業に歯止めをかけ，事業の継続や地域経済の維持に資

するため，県商工会連合会に専用の相談窓口を設置することにより，事業者の事

業承継等を円滑に行う。

２ 事業内容

県商工会連合会に専門員を設置するとともに，県内商工会において巡回相談等

を行う。

(1) 設置場所

鹿児島県商工会連合会（巡回相談：県内商工会（支所ごと））

(2) 設置時期

令和２年５月１日～令和３年３月３１日

(3) 配置人員

経営指導員ＯＢ（２名）

(4) 実施方法

鹿児島県商工会連合会に補助

３ 予算額

７，０４７千円

４ 事業実績

相談件数（６月５日時点）

延べ６５件（実企業数５７者）

〔相談内容の内訳〕

事業承継 １９件

経営革新 １２件

事業継続 ２４件

資金繰り ３件

そ の 他 ７件（従業員教育，販路開拓の情報提供等）
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２．中小企業等への支援
（３）事業継続のための支援



中 小 企 業 支 援 課

新型コロナウイルス感染症対策休業等協力金

（令和２年度補正予算（第３号）（R2.5.1付け専決処分））

１ 目的

新型コロナウイルス感染症拡大を防止するため，県の要請に応じ，休業や営業

時間の短縮に協力した中小企業又は個人事業主，組合，ＮＰＯ法人等のその他の

法人に対して，協力金を支給する。

２ 対象者

休業や営業時間短縮を要請された施設を運営するものであって，県の要請に応

じて，令和２年４月２５日（土）から同年５月６日（水）までの計１２日間休業

等にご協力いただいた方。

３ 協力金の金額 （県１０／１０）

① 中小企業等 ２０万円

② 個人事業主 １０万円

③ 複数施設事業者上乗せ分 ＋１０万円

４ 資金使途

自由（光熱水費費，設備リース料，税金・公共料金支払い費用 など）

５ 予算額

１，７２３，３５６千円

６ 事業実施状況

相談・審査体制

・ 相談・申請受付窓口専用ダイヤル（９時～１８時（平日・土日祝日））の

設置（４月２４日（金）１５時開始）※６月からは平日のみ対応

・ 相談対応件数 ６月５日時点で９，８３２件

（うち専用ダイヤル９，１０８件）

申請受付等

① 申請受付期間 令和２年５月１１日（月）から同年６月３０日（火）まで

（当日消印有効）

② 申請受付状況 ６月５日時点で６，７５３件

支給状況

① 支給開始日 ５月２０日（水）

② 支 給 実 績 ６月５日時点で２，３０６件（３億１，０５０万円）
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２．中小企業等への支援
（４）新型コロナウイルス感染症対策休業等協力金の支給



- 1 -

令和２年６月
雇用労政課

WEBを活用した合同企業説明会

１ 概 要

県内企業の採用活動，県内大学生等の就職活動を円滑に行っていた
だくため，中止となった合同企業説明会に代わる「WEB を活用した
合同企業説明会」を開催する。

２ 開催日程 ：５月１８日～２２日（５日間）

３ 参加企業数 ：１０２社

４ 申込件数等 ：申込人数（実人数） ４２６名
参加者数（延人数）１，１０１名

５ 令和２年度予算額：４，１７２千円

来春卒業予定の高校生の採用枠確保
及び県内就職促進に向けた要請

１ 概 要

来春卒業予定の高校生の県内就職の促進に向け，関係団体が合同で
県内経済団体に要請

２ 要請内容

① 日 時：令和２年５月２５日

② 要請内容：ア 来春卒業予定の高校生の採用枠の確保
イ 高校生用の求人の早期提出と早期選考の実施
ウ 県内企業の魅力・認知度の向上

③ 要 請 者：県，県教育委員会，鹿児島労働局
④ 被要請者：県商工会議所連合会

県経営者協会
県商工会連合会
県中小企業団体中央会
県工業倶楽部
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２．中小企業等への支援
（５）若年層の県内就職促進対策の実施



労使関係安定促進事業（雇用調整助成金申請等支援事業）

（事項名：中小企業緊急雇用維持相談支援事業）

雇用労政課

１ 経緯

新型コロナウイルス感染症による経済活動の急速な縮小に伴い，中

小企業・小規模事業者を取り巻く環境は極めて厳しく，事業の継続や

雇用の維持が危ぶまれている。この危機に対応して国においては，雇

用調整助成金の拡充など対応を行っているところである。

しかしながら，雇用調整助成金の申請手続きが煩雑であること等の

理由で事業主が助成金の申請を躊 躇するなどの事例が報道されてい
ちゆうちよ

る。

２ 事業内容及び目的

中小企業・小規模事業者に，需要の増大が予想される新型コロナウ

イルス感染症の影響による雇用調整助成金を始めとする労務相談等に

ついて，専門的，実践的な深い知識を有するもの（社会保険労務士等）

を商工団体等から派遣し，指導，助言等の支援を実施することにより

労働者の雇用の維持を図ることを目的とする。

（支援の内容）

雇用調整助成金申請事務，その他新型コロナウイルス感染症によ

る従業員の雇用維持に関する支援

３ 委託先 鹿児島商工会議所，鹿児島県商工会連合会

４ 事業終期 令和３年３月末

５ 予算 14,271千円【委託料】
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２．中小企業等への支援
（６）雇用調整助成金申請等の支援

労使関係安定促進事業（雇用調整助成金申請等支援事業）
（事項名：中小企業緊急効用維持相談支援事業）

雇用労政課



中小企業緊急雇用維持相談支援事業実施スキーム

県

鹿児島商工会議所

鹿児島県商工会連合会

委
託

専門家
（社会保険
労務士等）

県内各商工会議所，商工会

中小企業・小規模事業者

派遣要請

相談

派遣依頼

支援

連絡・調整
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２．中小企業等への支援
（６）雇用調整助成金申請等の支援



フリーランス生活安定支援事業

１ 趣旨・目的
新型コロナウイルス感染症の影響による小学校等の臨時休業等に伴い，子

どもの世話のために，就業できないフリーランスの方々に対し，国の定額支
援に加え，県単独で上乗せ助成を行うことにより，学校休業期間中の生活の
安定を図る。
※ フリーランス…委託を受けて個人で仕事をされる方々

２ 事業内容
（１）対象者

新型コロナウイルス感染症に伴う小学校等の臨時休業により，就業で
きず，国の定額支援を受けたフリーランスの方。

（２）事業スキーム
・国の定額助成を受けたフリーランスの方に，１人当たり１日1,000円
を県が独自で助成。支給日数の上限は１５日。
※ 本県の最低賃金で１日８時間就労した際に得られる賃金の８割程度を保障。

790円×8時間×0.8＝5,056円 5,056円－4,100円＝956円 → 1,000円

・県はフリーランスの方からの助成金申請の受付・審査・支払いを外部
団体に依頼（以下，「執行団体」という。）

・フリーランスの方は，助成金申請書に国の定額支援を受けたことを
証明する書類を添付し，執行団体へ助成金を申請。執行団体は審査
の上，請求に基づき助成金を交付。

３ 予算額
１８，０００千円
※ 当初の予算で不足が生じる場合は，補正予算等で対応。

４ 事業期間
令和２年度（単年度事業）

５ 執行団体
鹿児島相互信用金庫
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※　６月１日から申請受付を開始

３．子育て世代への支援
（１）フリーランス生活安定支援事業の実施 商工政策課

鹿児島相互信用金庫



R2.6
商工政策課

デリバリー・テイクアウト参入支援事業

１ 目的
新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大により，イベント等の中止や外

出自粛が広まる中，飲食店等の経営環境が急激に悪化している。このため，新た
な需要への対応を図るため，デリバリー等に参入する事業者に対し必要な経費の
一部に対する補助を行い，県内消費の活性化を図る。

２ 事業概要
（１）内 容 飲食店等が，新たにデリバリーやテイクアウトに取り組むため

の初期費用の一部を補助する。

（２）対 象 県内飲食店，ホテル
※ 令和２年２月１日以降，新たにデリバリーまたはテイクア

ウトに取り組んだ飲食店等

（３）補助内容
○ 補助率等 補助率 １／２ 上限額 １０万円

ただし，派遣会社を通じて必要人員を受け入れた場合，
上限20万円（10／10）

○ 対象経費 容器購入，チラシ作成，配送車リース料 等
令和２年４月１日～８月31日までの期間に代金を支払
ったもの

（４）効果 （飲食店） 小口対応など新たな収益機会の獲得，人手の確保
（休業者） 収入機会の確保
（お客様） 利便性向上（注文先の拡大等）

（５）事業イメージ

３ 予算額 ２０，３４０千円
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４．需要創出・消費喚起
（１）デリバリー・テイクアウト参入支援事業の実施



R2.5.13 商工政策課

新型コロナウイルス感染症対策経営相談体制支援事業

１ 目的

新型コロナウイルス感染症に係る緊急事態宣言による外出自粛，需要減少等

により大きな影響を受けている中小企業，個人事業主の急増に伴い，県内商工

会，商工会議所に対する経営相談が著しく増加していることから，商工会等に

おける経営相談に応じる人員の増強等を支援することにより，県内事業者によ

る各種支援策のスムーズな活用の促進を図る。

２ 事業内容

県内の商工会等において，ＯＢ人材等を活用し，新型コロナウイルス関連の

相談窓口対応に従事する人員の増強を図り，経営が逼迫している小規模事業者，

個人事業主等に対して各種助成金・融資制度の説明などの支援を行う取組に対

し，助成を行う。

 事業主体

県（10/10）

 事業対象

県内の各商工会（３８）及び商工会議所（１１） 計４９団体

 補助率，補助対象経費

補助率：10/10

補助対象経費：人件費（２か月），通信運搬費・消耗品費等

３ 全体計画

令和２年度（単年度）

４ 予算額

２２，６２０千円
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１．中小企業等の資金繰り支援
（１）新型コロナウイルス感染症対策経営相談体制支援事業

２　今後の支援策　



令和２年６月

鹿児島県医療等資材供給促進事業の概要

１ 概 要

新型コロナウイルス感染症が拡大する中，医療現場等において必要となるマ

スク・フェイスガード・消毒用アルコールなどの医療等資材が不足しているこ

とから，県内における生産を奨励するため，試作品製作等に要する経費につい

て補助金を交付する。

２ 対象資材

・ マスク，ガウン，防護服，フェイスガード，ゴーグル，手袋，ヘアキャッ

プ，シューズカバー

・ 消毒用製品（アルコール製品等）

・ その他，知事が特に医療機関等において必要と認める医療等資材

３ 対象企業

① 鹿児島県内に本社又は事業所を有していること。

② 医療等資材を県内の医療機関等に供給すること。

４ 対象経費

試作品製作等に要する経費（※量産に係る経費は対象外）

（原材料費，構築物の改良費（衛生管理に係るものに限る），機械装置又は

工具・器具の購入費，外注加工費，直接人件費，研究費 等）

５ 対象期間 令和３年３月31日まで

６ 補助率及び補助上限額 １０／１０（上限１，０００千円）

７ 予 算 額 ２０，０００千円

産業立地課
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１．中小企業等への支援
（１）鹿児島県医療等資材供給促進事業

　　　産業立地課　　

　　鹿児島県医療等資材供給促進事業　　



- 1 -

令和２年６月
雇用労政課

高校生とその保護者に対する合同企業説明会の開催
（若者のための県内就職応援事業）

１ 目 的

就職希望の高校生及びその保護者の県内企業への理解促進

２ 事業内容

就職希望の高校生及びその保護者に対して，県内企業が自社の魅力
や強みを PRする機会として，合同企業説明会を開催する

※ 開催予定：年１回
※ 開催方法：新型コロナウイルスの感染状況を踏まえて検討

３ 令和２年度予算額

３，０６５千円（若者のための県内就職応援事業）

WEB面接等促進セミナーの開催
（ふるさと人材確保事業）

１ 目 的

県内企業へのWEBを活用した会社説明会や面接などの導入促進

【目的】① 面接費用（移動費）の削減
② 新型コロナウイルス感染防止対策

２ 事業内容

県内企業を対象に，WEBを活用した会社説明会や面接などの導入
を促進するためのセミナーを開催

※ 開催予定：年２回
※ 開催方法：新型コロナウイルスの感染状況を踏まえて検討

３ 令和２年度予算額

１，１０６千円
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２．中小企業等への支援
（２）若者のための県内就職応援事業
（３）ふるさと人材確保事業



R2.6
商店街活性化推進室

県内消費活性化プレミアム付き商品券発行事業

１ 事業目的
新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大により，イベント等の中止や外

出自粛が広まる中，飲食店等の経営環境が急激に悪化している。このため，県内
の飲食店やホテル等の宿泊施設などで利用できるプレミアム付き商品券を発行
し，県内消費の活性化を図る。

２ 事業主体 県

３ 事業内容
・ 県内の飲食店や宿泊施設（飲食部門）で利用できるプレミアム付き商品券の
発行

・ 臨時休校等により大きな影響を受けた子育て世帯を優遇
（１） 商品券の概要

販売金額 １冊５枚綴り（5,000円）を4,000円で販売
プレミアム 1,000円（プレミアム率25％）
購入限度 未定

（２）販売総額 額面２５億円（額面5千円を５０万冊発行）
（３）利用期限 未定
（３）販売対象 県民（原則）
（４）子育て世帯優遇

○ 対象 H14.4.2～R2.4.1までに生まれた者がいる世帯
○ 内容 割引券（1,000円割引）を各世帯に１枚配布

（５）事業イメージ

４ 負担割合 １０／１０

５ 令和２年度６月補正予算額 815,024千円

県

県 民

受
託
業
者

飲食店
宿泊施設(飲食部門)

商品券

現金

商品券

現金
サ
ー
ビ
ス
提
供

消費
喚起委

託
契
約

商
品
券
で
支
払

お得

売上

回復
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３．需要創出・消費喚起
（１）県内消費活性化プレミアム付き商品券発行事業



R2.6
商店街活性化推進室

県内消費活性化グルメクーポン発行事業

１ 目的
新型コロナウイルス感染症の全国的な感染拡大により，イベント等の中止や外

出自粛が広まる中，飲食店等の経営環境が急激に悪化している。このため，即効
性のある経済対策として，飲食店での支払いに利用できる割引クーポンを発行し，
県内消費の活性化を図る。

２ 事業主体 県

３ 事業内容
（１）内 容 飲食店での支払いに利用できる割引クーポンの発行

全 国 初 ・ LINE(スマートフォンアプリ）でクーポンを配布(経済対策)※発行無料
即 効 性 ・ 飲食代金について２千円単位で５００円割引（２０万枚）

・ 期間限定で複数回発行（各回毎に１回利用可）
情報発信 ・ 各種情報の提供（各種告知）

（２）対 象 発行先：県民（原則），対象店舗：県内飲食店

（３）経済効果 （直接） 飲食店（ホテルの飲食部門を含む）の売上増
（間接）① 食品納入業者の売上増

② 飲食店周辺の小売業やタクシー等の売上増
③ パートやアルバイトの就労機会の増 など

（４）事業イメージ

４ 負担割合 １０／１０

５ 令和２年度６月補正 １１１，３５２千円

割引クーポン発行
各種情報提供県 県 民

飲 食 店受託業者
代金支払

請求・レシート控提出

支
払
い

請
求

支
払
い

（
ク
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ポ
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用
）
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３．需要創出・消費喚起
（２）県内消費活性化グルメクーポン発行事業



R2.6

商店街活性化推進室

みんなで盛り上げよう！鹿児島イベント助成事業

１ 目的

新型コロナウイルス感染症の全国的な拡大により，イベント等の中止が行わ

れるとともに，人の動きが制限され，県内景気が急激に悪化している。このた

め，中止したイベントに代わる新たなイベント等に対して助成を行い，県民の

イベント参加による県内消費の活性化を図る。

２ 事業主体 県

３ 事業概要

(1) 補助内容

① 補 助 率 ８/１０

② 補助上限 ２００万円 （想定：平均100万円）

③ 補助総額 １億円（全体）

(2) 補助対象

消費喚起に繋がるイベント（経済対策）

・ 中止したイベントに代わる新たなイベント

・ 中止したイベントを再開するもの

※ 審査委員会により採択する。

(3) 対象期間 未定

(4) 事業イメージ

４ 負担割合 １０／１０

５ 令和２年度６月補正予算額 100,412千円

県 イベント

補助 消費
活性化

商工団体
NPO法人
実行委員会
観光団体

補助事務
（直接）

補助率 8/10
上限 200万円

中止したイベントに代わる
・ 新たなイベント
・ 再開するイベント
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３．需要創出・消費喚起
（３）みんなで盛り上げよう！鹿児島イベント助成事業



水産振興課

水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業

１ 事業目的

①水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業

水産加工品の輸出の拡大を図るため，水産加工業者等が行う輸出先の

ニーズに対応したＨＡＣＣＰ等の基準を満たすために必要な施設及び機

器の整備を支援する。

②水産加工業の製造施設等整備の緊急支援事業

輸出先のマーケットニーズの変化や輸出先国の規制等に対応し，ニ

ーズに合せた食品化や新たな輸出先国のニーズに対応した施設及び機

器の整備を行う。

２ 事業概要

（１）事業主体

水産加工業者等

（２）県予算額

６月補正額271,830千円（補正後累計382,005千円））

①水産加工業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備事業

６月補正額180,500千円（補正後累計290,675千円）

②水産加工業の製造施設等整備の緊急支援事業

６月補正額 91,330千円

（３）事業内容

施設（新設，増築，改築，修繕）及び機器（製造ライン，

パッキング等）の整備
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水産振興課

学校におけるおさかな消費緊急対策事業

（国事業名：水産物販売促進緊急対策事業）

１ 事業目的

新型コロナウィルス感染拡大の影響を受け，インバウンドの減少

や輸出の停滞等により，在庫の滞留等が生じている県産ブリ，カン

パチ等について，学校給食へ提供することにより，消費を促進する。

２ 事業概要

(1)予算額

８９６，２１４千円

(2)実施対象

鹿児島県内の公立小中学校，特別支援学校ほか

７２４校

約１４万７千人（児童･生徒１３万４千人，教職員１万３千人）

３ 事業イメージ
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